資料１
	裁　決　申　請　書（例）
　　　　年　　月　　日事業の認定の告示があった・・・事業について、土地収用法第３９条第１項の規定により、裁決を申請します。

（手続保留をしている場合）

　　　　年　　月　　日事業の認定の告示があり、　　　　年　　月　　日手続開始の告示があった・・・事業について、土地収用法第３９条第１項の規定により、裁決を申請します。

（都市計画事業の認可又は承認の場合）

　　　　年　　月　　日事業の認可（又は承認）のあった・・・事業について、土地収用法第３９条第１項の規定により、裁決を申請します。

　　年　　月　　日

起業者　住所

氏名又は住所　　
（記載例）

　　○年○月○日

起業者　青森県○○市○○○

○○市長

上記代表者　○○　○○

青森県収用委員会　御中




※　同一日付けで複数の裁決申請をしようとする場合には、裁決申請書に文書番号を付す等、申請案件ごとに区別ができるようにすること。
資料７「明渡裁決申立書（例）」、資料８「土地収用法第４７条の３第１項に規定する書類の提出について（例）」についても同様とする。

資料２（収用及び使用）
	土地収用法第４０条第１項第２号に掲げる必要事項を記載した書類（例）
１　収用し、又は使用しようとする土地の所在、地番及び地目並びに面積

青森県○○市○○地内

地番

地目

面積（㎡）

収用しようとする土地の面積（㎡）

使用しようとする土地の面積（㎡）
公簿

現況

公簿

現況

○番○

○○

○○

○○

○○

○○

○○
２　使用の方法及び期間

(1) 使用の方法

○○工事のために、東京湾平均海面の上○○メートルから東京湾平均海面の上○○メートルの間を使用する。（一時使用の場合は、「事業の工事期間中、○○等を行うために土地を一時的に使用する。」など）

(2) 使用の期間

土地の明渡しの日から○○施設物存続期間中（一時使用の場合は、「土地の明渡しの日から○か月間」など）

３　土地所有者及び土地に関して権利を有する関係人の氏名及び住所
青森県○○市○○地内

地番

土地所有者

土地に関する権利を有する関係人

氏　名

住　所

氏　名

住　所

権利の種類等
○番○

○○　○○
○○○○○○
△△　△△
△△△△△△
△△権

別添実測平面図　ｲ､ﾛ､ﾊ､ｲの各点を順次結ぶ直線で囲まれた線内区域



	４　土地又は土地に関する所有権以外の権利に対する損失の補償及びその内訳

(1) 損失補償の見積

氏　名

土地に対する損失の補償

土地に関する所有権以外の権利に対する損失の補償

合計

収用しようとする土地（円）
使用しようとする土地（円）
△△権に対する損失の補償

収用しようとする土地（円）

使用しようとする土地（円）

○○　○○
○○○○○
○○○○○
○○○○○
△△　△△
△△△△△

△△△△△

△△△△△
合計

・・・
・・・
・・・

・・・

・・・

ただし、上記金額に法定修正率を乗じた額

(2) 損失補償の内訳

①　収用しようとする土地

青森県○○市○○地内

地番

面積
（㎡）

単価

（円/㎡）
収用しようとする土地
土地所有者
関係人
土地価格
（円）
権利割合（％）

補償金

（円）

○番○

○○

○○

○○

○○

○○

○○　○○
△△
△△
△△　△△
ただし、上記金額に法定修正率を乗じた額

②　使用しようとする土地

青森県○○市○○地内

地番

面積
（㎡）

単価

（円/㎡）
使用しようとする土地
土地所有者
関係人
立体利用阻害率(％)
使用料

（円）
権利割合（％）

補償金

（円）

○番○
○○

○○

○○

○○
○○

○○

○○　○○
△△
△△
△△　△△
ただし、上記金額に法定修正率を乗じた額

５　権利を取得する時期

権利取得裁決の日から○か月



資料３（共有地）
	土地収用法第４０条第１項第２号に掲げる必要事項を記載した書類（例）
１　収用しようとする土地の所在、地番及び地目並びに面積

青森県○○市○○地内

地番

地目

面積（㎡）

収用しようとする土地の面積（㎡）

公簿

現況

公簿

現況

○番○

○○
○○

○○

○○

○○

２　土地所有者及び土地に関して権利を有する関係人の氏名及び住所

(1)　土地所有者
青森県○○市○○地内

地番

土地所有者

氏　名

持分又は

法定持分
住　所

○番○

持分○分の○

○○○○の法定相続人

○○　○○

○○　○○

・・・
・・・
○分の○

○分の○

・・・

・・・
○○○○○○

○○○○○○

・・・

・・・
持分△分の△

△△△△の法定相続人

△△　△△

△△　△△

△分の△

△分の△

△△△△△△

住所不明

ただし住民票の住所

△△△△△△
・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

(2) 関係人

なし




	３　土地又は土地に関する所有権以外の権利に対する損失の補償及びその内訳

(1) 土地に対する損失の補償及びその内訳

青森県○○市○○地内

地番
単価

(円/㎡)
収用しようとする土地の面積(㎡)

損失補償見積金額(円)
土地所有者

見積額
氏　名

持分又は

法定持分
○番○
○○

○○

○○○

持分○分の○

○○○○の法定相続人

○○　○○

○○　○○

・

・
○分の○

○分の○

・

・
○○○

○○○

・

・
持分△分の△

△△△△の法定相続人

△△　△△

△△　△△

△分の△

△分の△

△△△

△△△

・・・

・・・

・・・

合計

○○○

ただし、上記金額に法定修正率を乗じた額

(2)　土地に関する所有権以外の権利に対する損失の補償

なし

４　権利を取得する時期

権利取得裁決の日から○か月



資料４
	　　土　地　調　書（例）
１　起業者の氏名及び住所

青森県○○市○○○

○○市
２　事業の種類

○○工事及びこれに伴う附帯工事
３　起業地

イ　収用の部分

青森県○○市○○地内

ロ　使用の部分

青森県○○市○○地内

４　事業の認定の告示の年月日

○年○月○日

５　収用又は使用の手続を保留した起業地があるときは、手続開始の告示の年月日
○年○月○日

６　土地所有者の氏名及び住所

○○　○○

７　関係人の氏名及び住所

△△　△△
８　土地の所在

青森県○○市○○地内　

地番

地目

登記簿上の地積

実測
地積

収用しようとする土地の面積

所有権以外の権利の種類及び内容

権利者
の氏名

実地の

状況

○番○
○○
○○
○○
○○○○
○○○○
○○○○
○○
上記により、土地収用法第３６条第１項の規定によって土地調書を作成する。

○年○月○日

起業者　氏　　　　名

立会人　身分及び氏名
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· [image: image2.emf] 

(X) 

実測平面図は、縮尺１００分の１～１，０００分の１までのものとしてください。
１枚に収まらない場合には複数枚とし、全体を１枚に表示した所在図を添付してください。
· 収用しようとする土地は薄い赤、使用しようとする土地は濃い赤で着色してください。

· 土地調書は土地所有者ごとに作成してください（共有地についても、原則１部で作成してください）。
· 土地所有者又は関係人が多数の場合には、「別紙のとおり」として、別紙として名簿を添付することができます。
《境界争いがある場合などの記載例》
[image: image3.emf] 
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記載例①

甲の土地調書

	地番
	地目
	登記簿上
の地積
	実測

地積
	収用しようとす
る土地の面積
	所有権以外の権利の種類及び内容
	権利者

の氏名
	実地の状況

	○番○
	・
	・
	A+C
	X+Z
	
	
	ロハトヘロの各点を順次結ぶ直線で囲まれた線内部分につき乙と境界争いがある。


乙の土地調書

	地番
	地目
	登記簿上の地積
	実測

地積
	収用しようとする土地の面積
	所有権以外の権利の種類及び内容
	権利者

の氏名
	実地の状況

	△番△
	・
	・
	B+C
	Y+Z
	
	
	ロハトヘロの各点を順次結ぶ直線で囲まれた線内部分につき甲と境界争いがある。


資料５
	土地収用法施行規則第１７条第２号イの規定による証明書（例）
土地の所在：青森県○○市○○○○番○

登記名義人：持分○分の○　(亡)○○○○

法定相続人：△△△△（住所不明）

住民票の住所　・・県・・市・・・・・（　　○年○月○日付け職権消除）

本　 籍 　地　・・県・・村・・・・・

登記名義人○○○○死亡による法定相続人のうち△△△△について、戸籍及び住民票の調査をしたところ住民票が　　○年○月○日付けで職権消除されていた。抹消された住民票の住所地は集合住宅の一室で、現在は別の住人が居住しており、・・・
不明裁決申請のガイドラインに係る権利者調査のガイドラインを参考に、実際の調査内容等を記入してください。

例：登記事項証明書の調査及び登記名義人への照会、戸籍及び住民票の調査、親族への照会、固定資産税の納税義務者の調査、土地の占有者への照会、など
以上、起業者として真摯な調査を行ったが、所在を確認できなかったため、所在不明とした。




資料６
	規則第１７条第３号の規定による積算の基礎を明らかにする書類（例）
補償金の算定にあたっては、「□□の公共事業の施行に伴う損失補償基準（　　○年○月○日○○号○○制定）」（以下、「補償基準」という）及び「□□の公共事業の施行に伴う損失補償基準細則（　　○年○月○日○○号○○制定）」（以下、「細則」という。）に基づき積算した。

１　土地所有権に対する損失補償金

(1) 価格時点　　　　　　○年○月○日

(2) 価格決定の根拠

本件対象地の評価にあたっては、補償基準及び細則に基づき、近傍類地の取引価格を基準とし、これらの土地及び取得する土地について、土地価格形成上の諸要素を総合的に比較考量して算定した価格と不動産鑑定士による鑑定評価格とを比較検討し、鑑定評価格をもって本件対象地の価格とした。

土地の更地価格（円／㎡）

宅　　　地

○○○○○

(3) 収用しようとする土地に対する損失補償金の算定方法

前記(2)土地の更地価格に収用しようとする土地の面積を乗じて得られた額をもって、損失補償とした。

(4) 使用しようとする土地に対する損失補償金の算定方法

使用しようとする土地の地下の使用に対する補償については、不動産鑑定士から意見を徴し、これらを参考として、土地の使用に伴う立体利用阻害率を○パーセントとした。

前記(2)土地の更地価格に、立体利用阻害率を乗じて得た値に使用しようとする土地の面積を乗じて得られた額をもって、損失補償とした。


資料７
	明　渡　裁　決　申　立　書（例）
下記により、土地収用法第４７条の２第３項に規定する明渡裁決の申立てをします。

記

１　起業者の名称

○○市

上記代表者　

○○市長　○○　○○
２　事業の種類

○○事業

３　土地の所在、地番及び地目等

土地の所在

地番

地目

面積（㎡）

明渡しを求める土地の面積（㎡）
摘要
公簿
現況
公簿
実測
青森県○○市○○

○番○

○○
○○
○○
○○
○○
４　権利取得裁決の有無及び既にされているときは、その年月日

○年○月○日
　　年　　月　　日

起業者　住所

氏名又は住所　　
青森県収用委員会　御中


資料８
	土地収用法第４７条の３第１項に規定する書類の提出について（例）
○年○月○日付け　第　号で申立てのとおり、明渡裁決を申し立てますので、土地収用法第４７条の３第１項の規定により別添書類を提出します。
　　年　　月　　日

起業者　住所

氏名又は住所　　
青森県収用委員会　御中


資料９
	土地収用法第４７条の３第１項第１号に掲げる必要事項を記載した書類

１　土地の所在、地番及び地目並びに土地所有者及び土地に関して所有権以外の権利を有する関係人の氏名及び住所

青森県○○市○○地内 
地番

地目

土地所有者

土地に関して所有権以外の権利を有する関係人

公簿

現況

氏名

住所

氏名

住所

○番○

○○

○○

○○

○○○○○

○○

○○○○○

２　土地にある物件の種類及び数量並びに物件に関して権利を有する関係人の氏名及び住所
青森県○○市○○地内 
地番

物件の番号

物件の種類等
数量
物件所有者の氏名及び住所
物件に関する所有権以外の権利の種類及び内容
物件に関する所有権以外の権利者の氏名及び住所

実地の状況
○番○

①
鉄骨造

陸屋根

2階建店舗
1棟

･･㎡
○○　○○
○○○○○○
△△権

△年△月△日

・・・・・
△△　△△
△△△△△△
起業地内

1階..㎡

2階..㎡

動産有
②

木造ｽﾚｰﾄ葺

2階建住居
1棟

･･㎡
起業地外
1階..㎡

2階..㎡

動産有

③
ﾌﾞﾛｯｸ塀
10ｍ
起業地内
・

・・・

・

・

○

ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装

25㎡

起業地内

○

いちい

1本

起業地内
・
・・・
・
・・・
○
さくら
1本
起業地内
３　第４０条第１項第二号ホに掲げるものを除くその他の損失補償の見積り及びその内訳
物件所有者
補償項目
物件の番号

物件の種類等
数量
補償金額（円）
○○　○○
建物移転料

①
鉄骨造陸屋根

2階建店舗
１棟

・・㎡
○○
消費税相当額

○○

小計
○○
工作物移転料

②
ﾌﾞﾛｯｸ塀
10ｍ
○○
・

・・・

・・・

・・・

○

ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装

25㎡

○○

消費税相当額

○○

小計
○○

立木移転料

○

いちい

1本
○○

・

・・・

・・・
・・・

○
さくら
1本
○○
消費税相当額

小計
○○

動産移移転料

○

一般動産

一式

○○

消費税相当額

○○

小計
○○

移転雑費

移転先選定に要する費用

一式

○○

法令上の手続に要する費用

一式
○○
・・・
・・・
・・・
消費税相当額

○○

小計
○○

営業補償

・・・

・・・
・・・
消費税相当額

○○

小計
○○

合計
○○

４　土地の明渡しの期限

明渡裁決の日から○か月


資料１０
	　　物　件　調　書（例）
１　起業者の氏名及び住所

○○県○○市○○○

○○市
２　事業の種類

○○工事及びこれに伴う附帯工事
３　起業地

イ　収用の部分

青森県○○市○○地内

ロ　使用の部分

青森県○○市○○地内

４　事業の認定の告示の年月日

○年○月○日

５　収用又は使用の手続を保留した起業地があるときは、手続開始の告示の年月日
○年○月○日

６　土地所有者の氏名及び住所

○○　○○

７　関係人の氏名及び住所

△△　△△
８　物件がある土地の所在

青森県○○市○○地内　

地番

物件の番号
物件の種類

（大きさ等を含む。）
数量
物件の所有者の氏名
所有権以外の権利の種類及び内容
所有者以外の権利者の氏名
実地の

状況

○番○
○○
○○
○○
○○○○
○○○○
○○○○
○○
上により、土地収用法第３６条第１項の規定によって物件調書を作成する。

○年○月○日

起業者　氏　　　　名

立会人　身分及び氏名




※　物件が建物であるときは、建物の種類、構造、床面積等を記載した、建物実測平面図を添付してください。また、実測平面図には、建物の耐用年数、利用の現況等を併せて記載してください。
資料１１
	規則第１７条の６第２号の規定による積算の基礎を明らかにする書類（例）
補償金の算定にあたっては、「□□の公共事業の施行に伴う損失補償基準（　　○年○月○日○○号○○制定）」、「□□の公共事業の施行に伴う損失補償基準細則（　　○年○月○日○○号○○制定）」及び補償金算定標準書（　　○○年度版）（東北地区用地対策連絡会）に基づき積算した。

１　物件調書の作成手続について

建物所有者○○が、収用しようとする土地に存する建物への立入りを拒否したため、土地に対する損失の補償以外の損失の補償にあたっては、建物の外観調査及び登記事項証明書等の資料による調査によって知り得る範囲のものについて補償を見積もった。

２　土地に関する損失の補償以外の損失の補償

①　建物移転補償
本件建物の移転料として、残地以外の土地に同種同等の建物を再築する構外再築工法を認定し、建物補償費○○円及び建物解体費○○円を見積もった。

②　工作物移転補償

収用しようとする土地に存する工作物の移転料等○○円を見積もった。

③　動産移転補償

本件建物内に存する動産の移転料○○円を見積もった。

④　移転雑費補償

法令上の手続に要する費用及び移転先確保のために通常支出を要する諸費用等○○円を見積もった。




青森県土地収用法関係手数料徴収条例
　　十二年三月二十四日

青森県条例第七十七号

 (趣旨)

第一条　この条例は、土地収用法(昭和二十六年法律第二百十九号)第百二十五条第二項(同法第百三十八条第一項において準用する場合を含む。)各号に掲げる者に係る手数料の徴収に関し必要な事項を定めるものとする。

(手数料の納入等)

第二条　別表に掲げる者は、同表に定める手数料を納入しなければならない。

2　前項の規定にかかわらず、県又は国については、手数料は、徴収しない。

(手数料の納入方法)

第三条　手数料の納入は、青森県収入証紙をもってしなければならない。

附　則

この条例は、　　十二年四月一日から施行する。

附　則(　　一四年条例第六五号)

この条例は、　　十四年七月十日から施行する。

別表(第二条関係)

(平一四条例六五・一部改正)

	手数料を納入すべき者
	手数料

	
	名称
	区分
	金額

	一　土地収用法第十五条の二第一項の規定によってあっせんに付することを申請する起業者
	あっせん申請手数料
	　
	九万三千円

	二　土地収用法第十五条の七第一項の規定によって仲裁を申請する起業者
	仲裁申請手数料
	　
	十二万六千円

	三　土地収用法第十八条(同法第百三十八条第一項において準用する場合を含む。)の規定によって事業の認定を申請する者
	事業認定申請手数料
	　
	十五万八千円

	四　土地収用法第三十九条第一項(同法第百三十八条第一項において準用する場合を含む。)の規定によって収用又は使用の裁決を申請する者
	収用等裁決申請手数料
	損失補償の見積額が十万円以下の場合
	五万六千四百円

	
	
	損失補償の見積額が十万円を超え百万円以下の場合
	五万六千四百円に、損失補償の見積額の十万円を超える部分が五万円に達するごとに五千七百円を加えた金額

	
	
	損失補償の見積額が百万円を超え五百万円以下の場合
	十五万九千五百円に、損失補償の見積額の百万円を超える部分が十万円に達するごとに七千百円を加えた金額

	
	
	損失補償の見積額が五百万円を超え二千万円以下の場合
	四十四万三千五百円に、損失補償の見積額の五百万円を超える部分が百万円に達するごとに七千百円を加えた金額

	
	
	損失補償の見積額が二千万円を超え一億円以下の場合
	五十五万円に、損失補償の見積額の二千万円を超える部分が四百万円に達するごとに一万円を加えた金額

	
	
	損失補償の見積額が一億円を超える場合
	七十五万円

	五　土地収用法第九十四条第二項(同法第百二十四条第二項(同法第百三十八条第一項において準用する場合を含む。)又は同法第百三十八条第一項において準用する場合を含む。以下同じ。)の規定によって損失の補償の裁決を申請する者
	損失補償裁決申請手数料
	損失補償の見積額が五千円以下の場合
	三千円

	
	
	損失補償の見積額が五千円を超え五万円以下の場合
	三千円に、損失補償の見積額の五千円を超える部分が五千円に達するごとに二千六百円を加えた金額

	
	
	損失補償の見積額が五万円を超え十万円以下の場合
	二万六千四百円に、損失補償の見積額の五万円を超える部分が一万円に達するごとに六千円を加えた金額

	
	
	損失補償の見積額が十万円を超え百万円以下の場合
	五万六千四百円に、損失補償の見積額の十万円を超える部分が五万円に達するごとに五千七百円を加えた金額

	
	
	損失補償の見積額が百万円を超え五百万円以下の場合
	十五万九千五百円に、損失補償の見積額の百万円を超える部分が十万円に達するごとに七千百円を加えた金額

	
	
	損失補償の見積額が五百万円を超え二千万円以下の場合
	四十四万三千五百円に、損失補償の見積額の五百万円を超える部分が百万円に達するごとに七千百円を加えた金額

	
	
	損失補償の見積額が二千万円を超え一億円以下の場合
	五十五万円に、損失補償の見積額の二千万円を超える部分が四百万円に達するごとに一万円を加えた金額

	
	
	損失補償の見積額が一億円を超える場合
	七十五万円

	六　土地収用法第百十六条(同法第百三十八条第一項において準用する場合を含む。)の規定によって収用委員会の協議の確認を申請する者
	収用委員会協議確認申請手数料
	　
	二万六千円

	七　土地収用法以外の法律の規定によって収用委員会の裁決を求める者
	他法関係裁決申請手数料
	都市計画法(昭和四十三年法律第百号)第五十二条の四第二項(同法第五十七条の五において準用する場合を含む。)若しくは第六十八条第三項において準用する同法第二十八条第三項又は都市再開発法(昭和四十四年法律第三十八号)第八十五条第一項の規定によって裁決を求める場合
	第五号に掲げる損失補償の見積額の区分に応じ同号に定める金額の二分の一に相当する金額

	
	
	その他の場合
	第五号に掲げる損失補償の見積額の区分に応じ同号に定める金額


備考　同一の起業者が行う同一の事業に関して、土地収用法第二条又は第五条から第七条までの規定のうちいずれか二以上の規定による収用又は使用のために事業の認定の申請、収用又は使用の裁決の申請若しくは協議の確認の申請を一の申請書によって行う場合又は同法第九十四条第二項の規定によって損失の補償の裁決を申請する場合は、それぞれ一件の申請とみなす。
青森県収用委員会運営規則（抄）
(趣旨)

第一条　この規則は、土地収用法(昭和二十六年法律第二百十九号。以下「法」という。)第五十九条の規定に基づき、青森県収用委員会(以下「委員会」という。)の会議その他運営に関し必要な事項を定めるものとする。

(代理権限を証する書面)

第八条　委員会の審理に出席する代理人は、審理開始前にその権限を証する書面を委員会に提出しなければならない。

(発言の許可)

第九条　委員並びに審理に出席する起業者、土地所有者及び関係人は、発言しようとするときは会長又は第七条第二項の規定により指定された指名委員の許可を受けなければならない。

(傍聴)

第十条　会長又は指名委員が必要と認めるときは、委員会の審理を傍聴しようとする者(以下「傍聴人」という。)の数を制限することができる。

２　前項の規定により傍聴人の数が制限された場合においては、傍聴人は、傍聴券(別記様式)の交付を受けて傍聴席に入場しなければならない。

(傍聴の禁止)

第十一条　次の各号のいずれかに該当する者は、委員会の審理を傍聴することができない。

一　凶器の類その他危険のおそれがある物品を携帯する者

二　プラカード、旗、のぼり等を携帯している者

三　笛、ラツパ、太鼓その他楽器の類を携帯している者

四　酒気を帯びていると認められる者

五　前各号に掲げる者のほか、審理の公正を害するおそれがあると認められる者

(傍聴人の遵守事項)

第十二条　傍聴人は、定められた場所以外の場所に入つてはならない。

２　傍聴人は、審理の会場において発言し、又は騒いで審理の妨害になる行為をしてはならない。

３　傍聴人は、会長又は指名委員の指示に従わなければならない。

(審理に出席する起業者等の遵守事項)

第十三条　委員会の審理に出席する起業者、土地所有者及び関係人並びに傍聴人は、審理の会場において、次に掲げる行為をしてはならない。ただし、あらかじめ会長又は指名委員の許可を受けた場合は、この限りでない。

一　写真、映画等を撮影すること。

二　放送、録音等をすること。

三　広告物、びら、ポスター、立看板その他これに類するものを掲示し、又は展示すること。

(審理の秩序維持)

第十四条　会長又は指名委員は、暴言、けん騒その他不穏当な言動により審理の公正な進行又は秩序を妨げる者に対し、退場を命ずる等必要な措置をとることができる。

(職員の出席等)

第十五条　法第五十八条に規定する職員(以下「職員」という。)は、会議及び審理に出席し、会長又は指名委員の許可を受けて、事案について説明し、又は意見を述べることができる。

 (その他)

第二十条　この規則に定めるもののほか、会議その他運営に必要な事項は、その都度委員会の議決によつて定めるものとする。

(平二一収委規則一・旧第十九条繰下)

別記様式(第10条関係)

(表)

	№

年　　月　　日

(当日限り有効)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　青森県収用委員会

傍聴券

取扱者　　　　　　　　印

	　

№

傍聴券交付券

　　　住所

　　　氏名


(裏)

	傍聴人心得

　　　青森県収用委員会運営規則(抜粋)

(傍聴人の遵守事項)

第12条　傍聴人は、定められた場所以外の場所に入つてはならない。

2　傍聴人は、審理の会場において発言し、又は騒いで審理の妨害になる行為をしてはならない。

3　傍聴人は、会長又は指名委員の指示に従わなければならない。

	　

　

　

　

　


	〒０３０－８５７０

青森県青森市長島一丁目１－１

青森県収用委員会事務局

（青森県県土整備部監理課内）
ＴＥＬ０１７－７３４－９６３８

ＦＡＸ０１７－７３４－８１７８


青森県○○市○○○○地内
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